





















　① Xと Y小 PTAは、Y小 PTAが入退会自由な任意団体であることを相互に確認する。













































































































ず、③ Yの一連の行為が Xに対して Yへの加入を強制するものとも認められない、と判
示して、控訴を棄却した（大阪高判平成30年 1 月25日平成29年（ネ）2223号）。
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でないことを理由とする不利益を、殊更当該保護者あるいは当該保護者の子に対し
て誇示したとか、PTAの主宰に係る各種の行事ないしは記念品等の費用に関して、
当該保護者に対してのみ過剰な割合による負担を求めた場合等に、事実上限られる
ものと言うべきである  622。
3 　PTAの法的地位の再検討
　これまで検討してきた裁判例からすると、PTAの法的地位については、国公立
学校であると私立学校であるとを問わず、学校に子どもを通わせる保護者としての
立場と、学校教職員としての立場との協力関係を形成することを目的とした、任意
団体として位置づけることが、最も妥当なものと言えるであろう。
　そうすると、他の任意団体あるいは任意組合に対する裁判例の解釈からして、
PTAの意思決定その他に係る内部的規律は、原則として当該 PTAの会則の定めに
よるものと考えるべきであるし、脱退を制限する明示の規定がない限り、各構成員
はいつでも PTAから自由に脱退できるものと考えるべきである 723。
　他方、学校教育は、あくまで学校が行うものであり、PTAが学校教育に関与す
ることがあるとすれば、学校からの明示の委託ないしは依頼があるか、保護者とし
ての立場を学校との関係で批判的あるいは対立的に構成する必要がある状況が生ず
るか  824、いずれかであるものと思われる。従って、個々の生徒や保護者の学校教育
22　本件では、X親子に対して、Yの主宰に係る謝恩会招待の通知が誤って届き、Xが Yの
構成員でないとして謝罪のうえ撤回されたという経緯があるようであり、このことに対し
て Xが感情を害した可能性は否定できないように思われるが、Yが故意にかかる通知をし
たことが証明されない限り、慰謝料請求が認められるまでには到らないものと思われる。
23　もっとも、この点は、本稿で改めて指摘するまでもなく、PTAに関する多くの論稿で既
に主張されているところであり、ただ、かかる事実を構成員に対して明示しているか否か
の差異が、PTAごとにあるのみであると思われる。なお、規約に特段の定めがない限り任
意団体からの脱退が自由であるとの一般論については、集合住宅の自治会からの脱退が自
由であるとされた判例として、最判平成17年 4 月26日平成16年（受）1742号。同事件の評
釈として、星野豊・法律時報78巻11号90頁参照。
24　かかる状況の典型例としては、多くの生徒あるいは保護者に共通する学校教育上の利益
が失われる場合、すなわち、何らかの事情によって十分な学校教育が行われていないこと
に対する学校からの説明ないし学校としての対応を多数の保護者が求める場合、多数の生
徒ないし保護者を関係者とする学校ないし生徒の不祥事あるいは事件が生じたことに関し
て、学校からの説明あるいは学校としての対応を多数の保護者が求める場合、さらに、極
端な状況であるが、学校が解散ないし閉校することにより爾後学校教育が行われなくなる
ことに関する学校からの説明ないしその後の生徒の状況に対する配慮等を多数の保護者が
求める場合、等が考えられる。
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上の利益については、あくまで当該生徒ないし保護者と学校との関係が法律上問題
となるのみであり、PTAが当該生徒ないし保護者と学校との関係に対して関与す
ることがあるとすれば、あくまで保護者一般の立場として、学校に対して全ての生
徒ないし保護者の共通利益を図ることを申し入れる場合に限られるものと思われ
る。かかる PTAの役割は、多くの場合学校と個々の生徒ないし保護者との立場を
比較した場合、学校が明らかに交渉力においても情報収集においても優っている状
況を実質的に是正する可能性を有するものであり、学校と保護者との立場の違いを
超えた、「子どもの成長」を多様な側面から図ることを期待させうるものである。
　但し、現在における PTAは、事実上個々の保護者の緩やかな集合体に過ぎず、
かつ、個々の保護者の学校教育に対する考え方や学校との関係形成に係る基本的な
姿勢が区々であることも与り、PTAと学校とが対立的な立場に立つことはほとん
どないことが予測される。これは、学校が生徒に対して評価を下す立場にあり、特
に生徒にとっては、自己の通学し卒業した学校が自己の「学歴」として自己の人格
ないし能力評価の重要な徴表となることから、可能な限り学校との対立的な関係を
避けようとする余り、多くの保護者の間で利害の一致を図ることが、事実上困難と
なるためであると考えられる。
　従って、現在における PTAの中には、事実上学校の指揮命令に服する下部団体
として位置づけられているものや、個々の保護者に対して事実上無償の労力提供を
求めるための中間団体としてしか機能していないものが少なからずあり、かかる
PTAの事実上の機能に対する個々の保護者からの不信や不満が、これまで検討し
てきた裁判例における当事者間の対立構造の重要な背景として存在しているものと
思われる。もとより、PTAには構成員に対して法律上何かを強制する権限はなく、
退会した保護者あるいは退会しようとする保護者に対して不当な不利益を与えるこ
とは許されないものであり、今後における PTAの活動をより健全かつ有意義なも
のとするためには、前述した PTAが自発的な保護者の集合体としての任意団体で
あるという原点に還って、活動の目的や方針について、改めてその時々の構成員全
員で議論することが必要であろう 925。
25　PTAの活動に関して少なからず観察される傾向として、従前行われていた活動を、その
経緯や現在における必要性を改めて検討することなく、単に「従前から行われていた」と
いう理由のみで継続実施することが挙げられる。これは、かつての PTAにおける決定ない
し判断をある意味で尊重する結果として行われるものであるが、見方を変えれば、現時点
における活動の方針決定の重要部分に関して、合理的な思考を停止させている感が否めな
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4 　今後におけるPTAのあり方
　本稿においてこれまで検討してきたとおり、各家庭における生活様式や経済状
態、学校の活動に対する基本的な考え方が単一でなくなっている現在では、従来の
PTA活動を基礎づけてきた前提のうち、大抵の保護者が基本的に一致した考え方
を持っている筈であるという部分がおよそ成り立たなくなっており、対立の仕方と
事態の推移によっては、法的紛争が発生するおそれも十分あることを、PTAの運
営に当たって認識しなければならない。そのような状況の中で、今後における PTA
のあり方と活動の方向性について考えるためには、以下の点に留意することが必要
であると思われる。
　第 1に、PTAの活動と、学校の活動とは、理論上も事実上も、分離していく方
が無難である。この点に関して、PTAに教員の参加が本当に必要であるか否か、あ
るいは、PTAの活動が学校の敷地内で行われ、学校の設備備品を事実上使用する
ことに果たして問題点はないのかどうか、改めて検討する余地がある。もっとも、
児童生徒の学校における学習環境の充実という観点からすれば、学校の活動と PTA
の活動とを完全に分離することは困難でありまた妥当でもない部分があるわけであ
るが、現在問題として指摘されているように、PTAの資金が事実上学校として行
うべき活動を補完するために使用されたり、PTAが学校の指揮命令の下に学校教
育の下部機関として機能したりする現象は、できる限り抑制される必要があるもの
と思われる。
　第 2に、今後の PTAにおいては、理論上も事実上も「任意」の団体として、そ
の性格や行動原理を徹底させる方が望ましい。具体的には、PTAとしての目的を
明確にし、その目的や活動方針に明確に賛同する者の共同活動とすることが、本稿
で指摘してきた法律上の問題の大半を未然に防止する要因となることが期待できる
ものと思われる。もっとも、PTAがそのような意味で任意団体として活動する場
い。PTAの構成員は、生徒の入学卒業によって相当数が入れ替わるものであり、従来から
継続していた活動に現在においても意味があるか否かは、あくまで現在の構成員において
検討されるべき問題であると考えられる。実際、昨年度行われていた活動について、開始
経緯を調査したところ、昨年度から実験的に開始したものであることが判明した、という
ことは少なからずあり、一部の構成員による強力な主張に多数派が消極的に賛成したこと
によって、爾後当該活動が「慣行」から「伝統」との呼称を冠されて明確な理由なく継続
していくことは、PTAに関する構造的な不信感を増幅させる結果となるだけであるように
思われる。
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合には、これも本稿で指摘したとおり、かかる活動を行う団体は必ずしも PTAだ
けではなくなることが明らかであるし、また、これまでの PTAにおいて暗黙の前
提とされてきた、児童生徒が当該学校を卒業あるいは転校することを以て PTA構
成員が「卒業」するという概念も成り立たなくなるわけであり、ある時点における
PTAの決定がどの範囲まで後の決定に影響を及ぼすものと考えるべきか等、新た
な問題点が別途発生することが予測される。
　第 3に、上記 2点の指摘とは別に、PTAの目的と学校の教育目的との接合点を
なお模索することも、決して否定されるべきでない。現在では、学校の行う活動は
良くも悪くも法律その他により様々な拘束を受けざるを得ない状況にあるわけであ
り、「学校」としての活動に制約を受けている部分に関して、児童生徒の成長に有
益な活動を補完する役割を PTAが果たすことは、十分な意義があることが明らか
である。もっとも、既に指摘したとおり、かかる PTAの活動が、学校の指揮命令
を実質的に受ける下部組織であることには明らかな問題があるものと言わざるを得
ず、また、任意団体としての PTAが独自に設定する目的と学校の意図する活動の
方針とが必ずしも一致していない場合には、具体的な状況の下における個別の必要
に応じて、PTA以外の NPOないしボランティア団体との連携を学校が図ることに
も、十分な合理性があるものと言うべきである。
　以上を要するに、保護者の学校教育への支援あるいは参画においても、保護者が
私人である以上、本人の自由な意思に基づいた行動であることが前提として必要で
あり、保護者を「保護者」であるという理由だけで、本人の意思に関わりなく学校
教育の中に取り込むことは、保護者が法律上子どもの成長に関して法的社会的に責
任を負っていることを考慮したとしても、望ましくないものと言わざるを得ない。
学校ないし学校教育に対する保護者の考え方は、今後ますます多様化することは
あっても単一化されていく可能性は小さいものと予測され、今後における PTAの
活動の方向性を考えるに際しても、「任意」であることを全ての出発点に置くこと
が、必須のものとなるように思われる。
 （了）
（人文社会系准教授）
